
はじめに

１９９３年に成立した環境基本法の規定を受けて，１９９４年に第一次，そして２０００

年には第二次の環境基本計画が策定された。第三次環境基本計画［１］は，２００６

年４月に策定された。

本基本計画は案の段階でパビリックコメントが広く募られたが，全国で計

６５７件の意見が寄せられ［２］，地方でのヒアリング［３］も計３４名の参加があった。

いずれもその内容がネット上で公表されている。すなわち，このような多数者

の意見がまとまって容易に得られるわけである。そこで，これらの意見から，

代表的なものを抽出し，論点を探ることにした。

なお，以下，パブリックコメントは，枠内に示した。また（ ）内に，た

とえば１２３，地１２３，p123などとあるのは，それぞれパブリックコメント集，

すなわち「第三次環境基本計画（案）に対する意見募集の結果」［２］に付されて

いるコメント番号，「第三次環境基本計画（案）に対する地方ブロック別ヒアリ

ングにおける意見発表者の意見概要について」［３］の頁，そして本基本計画［１］本

文中の該当頁である。
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一．全体について

①環境基本計画の進捗状況の評価は，中央環境審議会とは独立した第三者

評価委員会を設けて行うべき（６３２，６３４）。

「中央環境審議会が，環境基本計画に基づく施策の進捗状況を点検する」旨，

および「関係府省の自主的な点検結果を踏まえて実施する」旨記されているが

(p116)，中央環境審議会は本計画の作成当事者であり，客観性が担保されるの

か確かに問題であろう。特に関係府省の自主的点検に任せていてよいのであろ

うか。企業や大学等も第三者による外部評価の流れになりつつあるのであり，

上記の意見は当然のことと思われる。

②環境計画は他の計画に対して優先すると明記すべし。その根拠は，環境

基本法１９条「国は，環境に影響を及ぼすと認められる施策を策定し，およ

び実施するに当たっては，環境の保全について配慮しなければならない，と

ある（６２４）。

③たとえ環境に関係しないと思われる計画書であっても，環境側面から検

討，評価されねばならない（６２７）。

④低炭素社会への移行に向けた国家計画として，いささか緊迫感がかけて

いる。国論を誘導する姿勢をより鮮明に出せ（地７４）。

本文中では，「環境基本計画と国の他の計画との間では，環境の保全に関し

ては，環境基本計画との調和が保たれたものであることが重要」(p116) という

表現であり，上記②の「優先する」というような歯切れのよい表現でないこと

が，④のような印象を与えていると言えよう。

ちなみに，環境保全と関連するであろう国のレベル（土地利用基本計画は都

道府県レベル）の基本計画ないし上位計画には，以下のようなものがある（２００７

年４月１日現在）。

Ａ） エネルギー基本計画： エネルギー政策基本法に基づいて策定されるエ

ネルギー需給に関する基本的な計画。基本方針として，安定供給確保，環境へ

の適合，および市場原理の活用を挙げているが，安定供給確保が最優先となっ
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ている。

Ｂ） 循環型社会形成推進基本計画： 循環型社会形成推進基本法に基づいて

策定される。循環型社会のイメージを明らかにするとともに，経済社会におけ

るものの流れ全体を把握する「物質フロー指標」（資源生産性（＝GDP／天然資

源等投入量），循環利用率（＝循環利用量／（天然資源等投入量＋循環利用量）），

廃棄物最終処分量）等についての数値目標，国の取り組み，各主体（国民，NPO

・NGO，事業者，地方公共団体）の役割を定めている。

Ｃ） 食料・農業・農村基本計画： 食料・農業・農村基本法に基づいて策定

される。食料の安定供給の確保，農業の有する多面的な機能１）の発揮，農業の

持続的な発展，および農村の振興についての政策方向を示したもの。環境への

負荷の大幅な低減を図る取り組みに対する支援など環境・資源を重視した施策

体系を目指すとしている。

Ｄ） 森林・林業基本計画： 森林・林業基本法に基づいて策定される。森林

の有する多面的機能１）の発揮，および林業の持続的かつ健全な発展という基本

理念の計画的推進のための計画である。

Ｅ） 全国森林計画： 森林法に基づいて，森林・林業基本計画に即して策定

される。都道府県知事が立てる地域森林計画等の規範として，森林の整備及び

保全の目標，伐採立木材積・造林面積等の計画量，施業の基準等を定めるもの

である。

Ｆ） 森林整備保全事業計画： 森林法に基づいて策定される。森林整備保全

事業を，森林の多様な機能を維持増進させる環境創造型事業として，計画期間

内に重点的に取り組む目標，事業分野別の取組及び主な事業量等を明らかにし

たものである。

Ｇ） 社会資本整備重点計画： 社会資本整備重点計画法に基づいて策定され

る。社会資本の整備に係る事業分野別の計画を，重複を避け効率的に推進させ

るため，統合したものである。暮らし，安全，環境，活力の４分野に重点目標

をおいているが，環境分野では，地球温暖化の防止，都市の大気汚染及び騒音

等に係る生活環境の改善，循環型社会の形成，良好な自然環境の保全・再生・

創出，良好な水環境への改善，の５つを挙げている。

Ｈ） 土地改良長期計画： 土地改良法に基づいて策定される。農業生産基盤

等を整備するための計画である。「いのち」，「循環」，「共生」の視点に立って，

土地改良事業を自然と共生する環境創造型事業へと転換する目標を掲げている。
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Ｉ） 廃棄物処理施設整備計画： 廃棄物処理法に基づいて策定される。廃棄

物処理施設の整備に係る計画である。

Ｊ） 国土形成計画： 国土形成計画法（２００５年７月に国土総合開発法から改

名）に基づいて策定される。国土の利用，整備及び保全を推進するための総合

的かつ基本的な計画である。全国計画と広域地方計画とがある。同法で扱う事

項が第二条に八項目掲げられているが，その第八項目に，国土における良好な

環境の創出その他の環境の保全及び良好な景観の形成に関する事項とある。こ

の計画は「全国総合開発計画」２）が改名されたもので，成熟社会型の計画とい

うことで，その名称から“開発”の二字がとり去られている。

Ｋ） 国土利用計画： 国土利用計画法に基づいて策定される。国土の利用に

関して他の計画の基本となるもので，全国計画，都道府県計画，市町村計画が

ある。全国計画は国土形成計画の全国計画と一体的に策定される。国土利用計

画法は１９７４年に，当時の凄まじい土地投機を抑えるため，国土庁誕生ととも

に制定された。

Ｌ） 土地利用基本計画： 国土利用計画法に基づいて，都道府県により策定

される。土地取引の規制，開発行為の規制および遊休土地に関する措置等の基

本となる計画で，個別規制法（都市計画法，農業振興地域の整備に関する法律，

森林法，自然公園法，自然環境保全法等）に基づく諸計画に対する上位計画と

して行政内部の総合調整機能を果たすとともに，土地取引に関しては直接的に，

開発行為に対しては個別規制法を通じて間接的に規制の基準としての役割を果

たすものである。

Ｍ） 全国総合水資源計画（ウォータープラン２１）： 健全な水循環系の確立

に向けて，「持続的水利用システムの構築」，「水環境の保全と整備」，「水文化

の回復と育成」を基本的目標に，施策の展開を提示したものである。

なお，とかく批判の多かった公共事業を支えた公共投資基本計画３）は，経済

財政諮問会議での討議の結果，２００２年１月２５日に廃止が閣議決定された４）。

二．縦割り行政について

①省庁の枠内での計画に留まりすぎてはいないか（地７４）。たとえば，エ

コタウン（経済産業省）の記述がない（地４５）。
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環境政策は環境省の政策だけではないのは言うまでもないことであり，環境

省の所掌事務を列挙した環境省設置法の第四条の二に，「環境の保全に関する

関係行政機関の事務の調整に関すること」とある。その観点から言えば，本基

本計画の記述が環境省自身の事業のみが例示されるのは望ましくない。しかし，

環境省が一元的に所掌できる範囲は以外に狭いのも事実である。環境省の役割

については，同省のホームページに，「環境省のご案内」として，つぎのよう

に記載されている。

（１）廃棄物対策，公害規制，自然環境保全，野生動植物保護などを自ら一元

的に実施するとともに，（２）地球温暖化，オゾン層保護，リサイクル，化学物

質，海洋汚染防止，森林・緑地・河川・湖沼の保全，環境影響評価，放射線物

質の監視測定などの対策を他の府省と共同して行い，（３）環境基本計画などを

通じ政府全体の環境政策を積極的にリードしています。

ここで，比較のため，以下に他府省の環境政策を示すこととする。

国土交通省： 国土交通省環境行動計画」（平成１６年６月策定）では，地球温

暖化問題への対応（交通機関のグリーン化や交通流対策など運輸部門における

対応，環境にやさしい住宅・建築物の促進や都市整備など民生部門における対

応など），循環型社会の形成（建設工事のゼロエミッションや輸送部門関連リサ

イクルの推進，静脈物流システムの構築など），健全な自然環境の確保・水循

環系の構築（良好な環境を有する国土づくり，水と緑のネットワーク化の推進，

健全な水環境・水循環の構築，自然再生，海洋環境の保全），良好な生活環境

の形成（大気汚染対策，ヒートアイランド対策，化学物質対策）などが掲げられ

ている。また，この取り組みのひとつとして，総合政策局のサイト内に，国土

交通省関係の環境情報を集約した環境ポータルサイト（環境・海洋課及び国土

環境・調整課担当）が開設されている。

［コメント：ダムや道路の建設など巨大公共事業を実施しているが，それが

時に自然生態系破壊や大気汚染を促進しているのではないかとの批判がある。

特にダムについては，いずれ埋まり，２０世紀最大の産業廃棄物として，手の施

しようもなく放置されようとしている［４］との声がある。後述するように，わ

が国の環境保全経費の過半を割り当てられている省として，これらにどう答え

るのかが課題であろう。］

経済産業省：「環境と経済の両立」の大原則の下，温暖化防止対策として，

省エネルギー・新エネルギーの一層の推進や CO2回収・貯留技術などの新技
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術開発，また，資源安定供給確保のため，持続可能な資源循環システムの構築

などを掲げている。

［コメント：「環境と経済の両立」を唱えているが，実際には経済優先型であ

るとの批判が多い。温暖化対策に対しては，相当前向きな企業も多いが，どち

らかといえば，後ろ向きの企業に標準を合わせているのではと思うのは誤解で

あろうか。このような「誤解？」が生じない努力が必要である。］

農林水産省：「農林水産環境政策の基本方針－環境保全を重視する農林水産

業への移行－」（平成１５年１２月２５日）では，健全な水循環（森林や農地の水源

涵養，浄化機能の活用，水質浄化機能を持つ藻場・干潟の造成など），健全な

大気循環（地球温暖化対策としての森林整備，農林水産業や食品産業の二酸化

炭素の排出削減），健全な物質循環（バイオマスの総合的な利活用の推進，肥料

や農薬による環境負荷の低減，堆肥による物質循環），健全な農山漁村環境の

保全（都市と農山漁村の共生・対流，生物多様性や多様な生態系の保全）が掲げ

られている。また，大臣官房環境政策課により「農林水産環境政策のページ」

が設けられている。

［コメント：干拓や大規模林道などの公共事業で自然破壊の批判も多い。天

然林の管理は林野庁から環境省に移すべきとの声がある。今後は二酸化炭素吸

収増加のための森林整備と共に，本筋の食糧自給率向上をより真剣に目指し，

今後予想される世界の食料需給逼迫に対処すべきであろう。それが途上国に迷

惑をかけないことになる。］

文部科学省：「文部科学省における環境問題への取り組み」（平成１８年９

月）では，環境教育・学習の推進等（環境に関する教育内容の充実，環境省と

の連携・協力による「環境教育推進グリーンプラン」の推進，学校における自

然体験活動の推進，エコスクールの整備，大学における環境教育に関する人材

の養成，社会教育施設における環境教育・環境学習の推進など），環境科学技

術の推進（全地球的規模の観測研究の推進，地球変動予測研究の推進，地球温

暖化防止等の環境対策に関する研究開発，環境対策に関する基盤整備など）な

どが掲げられている。なお，「環境教育推進グリーンプラン」は，環境教育推

進のための教材開発，環境教育実践普及事業（環境教育・環境学習データベー

スの ECO 学習ライブラリーなど），環境教育に関する総合的な情報提供体制

の整備，および環境教育・環境学習指導者養成基礎講座を柱とするものである。

［コメント：総合的に環境を理解し，教育，研究できる人材の育成が期待さ
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れているが，それをどのように実現していくかが課題であろう。］

厚生労働省： 健康局水道課および水道計画指導室が所掌する水道に関する

こと（水道の整備，水道水源の開発，水道水に係る水質基準その他水道水質の

安全確保に関すること，水道用水の供給に関する企画・立案に関すること，水

道の広域的整備に関することなど），および医薬局食品安全部が所掌する食品

の安全に関すること（食品・食品添加物・残留農薬等の規格基準の設定，流通

食品の監視指導など）などがある。

［コメント：今後は，微量化学物質やナノ粒子による健康被害を未然防止が

課題であろう。特に胎児や幼児の脳神経系疾患の予防は未来つくりそのもので

ある。］

外務省： 地球環境に関する外交政策として，気候変動枠組み条約および生

物多様性条約など各種の国際環境条約・国際機関・国際的枠組みへの取り組み

などがある（国際協力局地球環境課および気候変動室の所掌）。

［コメント：戦争は最大の環境破壊であるので，戦争・紛争防止における外

交手腕の発揮が望まれる。］

防衛省： 米軍基地周辺の騒音対策（防衛施設庁）など。

ちなみに，平成１８年度におけるわが国の環境保全経費（予算）は府省全体で，

約２兆１，３４２億円であるが，そのうち環境省所管分は約２，２０７億円（全体の

１０．３％）に過ぎない。他の府省については，多い順に示すと，国土交通省‐約

１兆１７４１億円（全体の５５．０％），農林水産省‐約３，２８８億円（１５．４％），経済産

業省‐約２，２３２億円（１０．５％），内閣府‐約１，２１０億円（５．７％）（このうち多く

は防衛省分），文部科学省‐約５５０億円（２．６％），外務省‐約６９億円（０．３％），

厚生労働省‐約３７億円（０．２％）などとなる。また，経費を事項別に見ると，

水環境，土壌環境，地盤環境の保全が８，１８３億円（国土交通省が６４．９％を占め

る）と最も多く，以下，地球環境の保全‐約４，６０１億円（うち，地球温暖化対策

が９１．６％を占める。また経済産業省と農林水産省がそれぞれ，地球環境保全

全体経費の４２．７％および２６．１％を占める），自然環境の保全と自然とのふれ

あいの推進‐３，１７４億円（国土交通省と農林水産省がそれぞれ，４２．８％および

４２．７％を占める），大気環境の保全‐約３，０３６億円（国土交通省と内閣府がそ

れぞれ，６３．９％および２９．５％を占める），廃棄物・リサイクル対策‐約１，４４２

億円（環境省が６９．８％を占める），各種政策の基盤となる施策等‐約７８２億円

（環境省が７８．７％を占める），化学物質対策‐約１２３億円（環境省と厚生労働省
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がそれぞれ，４９．７％および２２．４％を占める）である。

②連携強化といっているが具体的にはどのような施策を実行するのか（地

４１）。

③縦割りの行政の弊害や課題についての課題や記述がない。欧州の「統合

的汚染管理」のような複数の環境問題を統合的に対処する考え方が必要であ

る。省庁間の実施調整機関を設置したり，国と自治体との連携を財政や人材

の面で保証すべし（６５４）。

④各省庁間，各部局間，部署間などの不一致，意見対立，業務責任や施策

の違い，権益固執，優先性や認識度の差が，一致した政策の具体化を妨げて

いる（５）。

各府省間の連携の難しさは，地球温暖化対策のように，産業や暮らしの広い

範囲にわたる課題で顕著になる。たとえば，地球温暖化対策推進大綱の見直し

には６府省にある八つの審議会－中央環境審議会（環境省），産業構造審議会，

総合資源エネルギー調査会（以上，経済産業省），国民生活審議会（内閣府），交

通政策審議会，社会資本整備審議会（以上国土交通省），林政審議会（農水省），

情報通信審議会（総務省）－が関与している。これらの合同会議，すなわち関

係審議会合同会議の議長は中央環境審議会長が務めることになっているが，そ

れぞれの審議会の思惑もばらばらで調整は至難であろう。始めから一つの審議

会でなされないものだろうか。ほとんどの審議会がそれぞれの業界を背負って

おり，いわば現世ではなく，「未来の代理人」たるべき環境省および中央環境

審議会のおかれている困難さがしのばれるというものである。

連携の悪さは，特に環境省と経済産業省との間においてしばしばであり，マ

スコミでもとりあげられている５）。以下に近年の実例を挙げる。

�典型は２００４年１２月に開催された国連気候変動枠組条約第１０回締約国会

議 (COP10) における，両省の行動である。それぞれが，日本政府の共通見解

になっていない自省の審議会（それぞれ，中央環境審議会，産業構造審議会）の

中間報告を会議場でサイドイベントとしてレクチャーし，世界に国内の調整不

足をさらけ出した。特に経済産業省の場合，環境省と異なり，日本政府の公式

見解ではないとの明言がなく，環境 NGO の国際ネットワーク組織「CAN」が

ニュースレターで，「経済産業省の見解は日本政府の公式見解ではない」と異
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例の注意がなされたとのことである［５］。

�２００４年１２月初旬に自民党本部で開かれた党税制調査会の非公式幹部会で，

「環境，経済産業両省は，ばらばらの資料で環境税の説明をする。基になるデ

ータすら異なっていては話にならない」と，メンバーの一人が声を荒げた［５］。

�総合科学技術会議重点戦略専門調査会の環境プロジェクトにおいて，事前

の調整にもかかわらず，経済産業省のみが，地球温暖化研究およびゴミゼロ型

・資源循環型技術研究に関して，他省と共同歩調をとらない６）という，そもそ

もの総合科学技術会議の目的，すなわち，わが国全体の科学技術を俯瞰し，各

省より一段高い立場から，総合的・基本的な科学技術政策の企画立案及び総合

調整を行うこと，にそぐわない行動をとり，事務局幹部や総合科学技術会議議

員から批判されたとのことである［６］。

連携どころか，農水省による諫早湾干拓事業が典型であるが，他省の環境破

壊行為を諌めることもできなかったケースもある７）。なお，諫早干潟緊急救済

本部の山下弘文事務局長には，１９９８年，環境に関わるノーベル賞といわれ，

草の根の環境運動家に与えられる「ゴールドマン環境賞」が授与されおり８），

このことからも，日本政府の諫早に対する政策が国際的にも批判されているこ

とが明らかである［７］。

前述したように，本来，「環境基本計画などを通じ政府全体の環境政策を積

極的にリードする」のが，環境省の役割としてあり，省庁間の調整機関として

期待されてもいるのだが，実際には同格の他省をリードするのは容易なことで

はないと見える。そこで，アメリカの環境諮問委員会のように，大統領府内に

設けられ各省の上に立つ組織が必要かもしれない。我が国でも，内閣府に重要

政策に関する会議として首相が議長を務める経済財政諮問会議や総合科学技術

会議などがあり，府省縦割りの排除を企図しつつ，それぞれ，経済財政政策や

科学技術政策の司令塔の役割が期待されている［８］。これらと同列に，各省の上

に立つ「環境諮問会議」のような組織が，環境省との間に新たな混乱を生ぜず

に可能なのであろうか。

⑤環境基本法の名称を「環境・持続可能社会基本法」のように変える（地

６）。

⑥関係省庁の連携強化，さらに「持続可能な社会省（仮称）」の設置検討

明記すべし（６２３）
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⑦環境省の再編たとえば「環境・持続可能な開発省」（フランス・スェー

デン）（地６）。

かつて，「公害」から「環境」への流れの中で，公害対策基本法（１９６７年制

定）は環境基本法（１９９３年制定）へと発展的に名称変更が行われた。現在は「環

境」から「持続可能性」ないし「持続可能社会」への流れが生じている。たと

えば，事業者が事業活動に伴って発生させる環境に対する影響の程度やその影

響を削減するための自主的な取り組みをまとめて公表する「環境報告書」は，

当初の環境及び経済的側面に関する内容のみならず，雇用，労働条件，および

社会貢献などの社会的側面もその内容として含んだ「持続可能性報告書」や「環

境・社会報告書」に発展的に名称変更されつつある。また。「環境教育」も実質

的に「持続可能性教育」へと発展しつつあり，２００５年から開始されている国

連キャンペーンも「国連持続可能な開発のための教育の１０年」９）という名称で

ある。さらに，環境行政を担っている役所の名称も，スウェーデン及びフラン

スでは，それぞれ「持続可能開発省」１０）及び「エコロジー・持続可能開発省」

である。

ちなみに，イギリスやオランダの環境担当部署は，それぞれ「環境・食糧・

農村地域省」及び「住宅・国土・環境省」という名称で極めて広い範囲を対象

としている。

我が国でも，中央省庁再編が議論されている時に，自民党農林部会による，

農水省を中心に環境庁，国土庁の一部を統合する「農林環境省」案，当時の橋

本総理による，「国土保全省」（＝農水省＋河川局（建設省））案および「国土

開発省」（＝建設省（河川局以外）＋運輸省＋国土庁＋北海道開発庁）案１１），「公

共事業を国民の手に取り戻す委員会」の「緑のダム構想」［４］での，「国土保全

省」（＝環境庁＋林野庁＋農水省＋河川局（建設省））案など，様々な組み合わ

せ案があった。さらに，食品や医薬品の安全行政も含めて「環境安全省」にす

べきだという声もあったとのことである。

以上により，言うまでもないことであるが，単なる名称変更ではなく，環境

省の機構再編もいずれ必要となろう。地球温暖化が最大のテーマであることを

考慮すると，資源エネルギー庁と統合して，環境・資源エネルギー省［９］のよ

うなものが望ましいと思えるが，資源エネルギー庁を傘下に持つ経済産業省と

折り合えるかが問題であろう１２）。
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三．環境アセスメント

①すべての環境政策について，計画時に政策効果（達成できる対策の種類，

指標，目標値）を明示し，代替案の比較義務づけて最良のものを選択すべし。

また，計画策定時，中間点検時，事後には市民・NGO や専門家など第三者

の審査得るべきで，自己評価に終わらないようにすべき（１６２，４８９，６３３）。

②国・自治体が新たに政策立案する際に，環境影響評価を実施し，代替案

の中で温室効果ガス排出が最小のものを選択することを担保するために，戦

略アセスメントを法制化すべし（６２２）。

現行の「環境アセスメント（環境影響評価）」は，事業計画決定後に行われる

ようになっているが，計画段階から環境影響評価を行う「戦略的環境アセスメ

ント」(SEA) を求める声はしだいに強くなってきている。「環境影響評価法」の

制定時（１９９７年）に「上位計画，政策における環境配慮を徹底するため，戦略

的環境影響評価についての調査・研究を推進し，国際的動向やわが国での現状

を踏まえて，制度化に向けて早急に具体的な検討を進めること」という付帯決

議がなされていたし，また，本基本計画においても「戦略的環境アセスメント

等行政施策における環境配慮のための手法の確立・推進」の旨が，事象横断的

な重点分野政策プログラムとして位置付けられている (p77)。地方自治体では

東京都，埼玉県，京都市などで実際の取り組みが始まっている。国レベルでは，

遅ればせながら，２００７年２月２７日に環境省の「戦略的環境アセスメント総合

研究会」は，事業所管省庁（国土交通省，農林水産省，経済産業省等）等が事業

種ごとに個別ガイドライン等を作成していく際に踏まえるべき，府内の共通ガ

イドライン案（２００９年度以降の法制化も検討中）をまとめた。

このガイドラインに対して，国土交通省は，「道路や河川の工事では，住民

などの意見に配慮して計画しており１３）環境部局の関与は不必要」と主張して

いるし［１０］，経済産業省も，「発電所は，現行制度でも大きな反対があれば柔軟

に計画変更してきた」と慎重な立場である［１１］。一方，オーフスネットなど７

団体による，「戦略的環境アセスメントの法制化に向けた NGO 共同声明（２

月２６日）も関係６省（環境省，国土交通省，経済産業省，農林水産省，防衛省，

厚生労働省）に対して提出されている。
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SEA は現在ほとんどの先進国のみならず，中国や韓国でも既に導入されて

おり，上記の「戦略的環境アセスメント総合研究会」の委員である原科幸彦東

京工業大学教授は「持続可能な社会を作るには SEA は不可欠。世界の常識に

なりつつある。導入に２５年もかかった『環境影響評価法』（OECD 諸国では

最後発）１４）と同じ道をたどれば，日本の国際的な信用は失墜する」と述べてい

る［１２］。本計画中にも，「２００２年，OECD による日本の環境保全成果レビューに

関する報告書［１３］において，わが国は SEA の体系的な実行について必要な措

置を講ずるよう勧告されたところです。」(P77) とある。

わが国の公共事業は，経済効率，および環境破壊の観点から，以前より疑問

符が付されている。「２１世紀環境委員会」（１９９８年４月発足）は１９９８年５月に，

環境 NGO へのアンケートに基づいた「緊急に中止・廃止すべき無駄な公共事

業１００」を発表したが，これらの総額は８兆円を超えるとの見積もりだったそ

うである［７］。公共事業の経済的非効率性は海外にまで知られており，朝日新聞

（１９９９年１月２５日）によると，１９９９年１月２５日発売の米誌『フォーブス』グ

ローバル版は，日本の公共事業について，利用率の低い大規模プロジェクトな

ど無駄ばかりで，日本経済の弱体化を招く一因となったと指摘，「日本の納税

者だけでなく，世界中の問題だ」と批判したということである［７］。

一方，公共事業の見直しが好循環を生んだ典型例として藤前干潟の埋め立て

断念を挙げられよう。藤前干潟は，我が国有数のシギ・チドリ類の渡来地で知

られているが，かつて名古屋市の一般廃棄物最終処分場建設の候補地となった。

これに対して，自然保護団体の「藤前干潟を守る会」や市民が異議を唱え，環

境庁（当時）も名古屋市の対応を厳しく批判した。このような世論の高まりもあ

って，１９９９年１月に名古屋市は計画を断念した。中心となって活動した「藤前

干潟を守る会」は，２０００年３月に朝日新聞社の第１回「明日への環境賞」を

受賞した。また，同干潟は２００２年１１月にラムサール条約登録地に指定された。

だが，話はここで終わらない。名古屋市は断念の見返りに廃棄物処理行政にお

いて大いなる前進をし，２００３年には名古屋市と２２０万名古屋市民は連名で，

第３回自治体環境グランプリにおいて，最優秀の「環境大臣賞」を受賞した。

「ごみ非常事態宣言」時の１９９８年のごみの埋立量は２８万トンであったが，２００３

年には１１．７万トンにまで減少したのである。

環境アセスメントについては，原科幸彦氏の著書［１４］からまとめて言えば，

以下のようになろう。
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アセスメントは環境を配慮した意思決定を社会にオープンな形で行うことで

あり，社会的な合意を得るプロセスである。このための手続きは，科学性と民

主性が要求される。ここで科学性とは再現性があることで，科学的な方法が取

られるのは，その方が社会的な合意が得られやすいからであり，科学分析優先

ということではない。また，最も重要なのは，人々の価値判断が民主的な形で

判断に反映されることである。計画への住民参加がアセスメントにおけるキー

ワードであり，中心課題である。住民参加のないものはアセスメントとは言え

ない。だからコミュニケーションが大切なのである。

四．情報・参加

①オーフス条約は情報へのアクセス，意思決定への参画，司法へのアクセ

スを定めているのに，後２者についての記述がない（１２７）。

本基本計画中のオーフス条約（正式名称は「環境に関する，情報へのアクセ

ス，意思決定における市民参加，司法へのアクセスに関する条約）に言及した箇

所には，「我が国においても，行政の保有する環境に関わる情報が国民にとっ

て有益な形で有効活用されるとともに，そのような情報を活用した意見が政策

決定にいかされるようにしていく必要があります」（２７），また，国民に対して，

「行政の施策の策定及び実施に環境配慮をより確実に反映させるため，適切に

環境の保全の見地からの意見を述べることが期待されます」(p78) とあり，確

かに，意思決定への参画についてはあいまいで，司法へのアクセスについては

全く触れていない。我が国はオーフス条約を締結していないが，この二つは今

後世界的に広がるであろう重要な権利であり，我が国においても早急に取り入

れられるべきものである。

なお，オーフス条約では，参画の主体として「国民」ではなく，より広い概

念である “Public” が使われている１５）。

②審議会委員は場合によっては公募性も取り入れるべき（１２２）。

改正行政手続法により，意見公募手続きが法制化されたが，審議会委員につ

いても公募性を取り入れるべきである。
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③関心のある人だけでなく，あらゆる人に情報がいきわたる仕組みを考え

てほしい（地９２）。

④環境基本法など多くの法律は知られていない，日常的広報少ないのでは

（地２６）。

本基本計画の本文中に，中長期的な目標としての環境情報ユビキタス社会

(p74)，「環境情報戦略」の策定 (p75)，国民からの環境情報に関するフィード

バック制度を構築 (p76) などといった記述があり，まさにこれらの策定・構築

にどれだけ一般市民の意見をとりいれるかであろう。

五．予防原則

①これは地球温暖化をはじめとする環境政策の大原則であり，それに関し

て「必要に応じて講じます」とすべきでない。また，その必要については，

環境部局が環境問題の解決に，判断することが重要で，企業や業界団体や，

その監督官庁などが環境保全の利益を過小評価して決めることがあってはな

らない（１０９）。

本文中には，「……。このような問題に対しては，完全な科学的証拠が欠如

していることをもって対策を延期する理由とはせず，科学的知見の充実に努め

ながら対策を講じるという，予防的な取組方法の考え方に基づく対策を必要に

応じて講じます (A)。」とある。一方，１９９２年の国連環境開発会議リオ宣言の

原則１５では予防原則について，「環境を保護するため，予防的方策 (Precaution-

ary Approach) は，各国により，その能力に応じて広く適用されねばならない。

深刻な，あるいは不可逆的な被害の恐れがある場合には，完全な科学的確実性

の欠如が，環境悪化を防止するための費用効果の大きい対策 (B) を延期する理

由として使われてはならない」１６）としている。前者の下線部 (A) は，やや消極

的に見えるが，後者では，対象となる対策が下線部 (B) のように限定されてお

り，両者ほぼ互角と言えよう。問題は，費用効果が大きいかどうかを誰が判断

するかであろう。やはり，情報公開，市民参加が鍵を握ろう。
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六．経済的措置

①環境税に対して期待の声高い（１８７，１８９，４８９，地 24など）。

②環境基本法２２条に経済的措置への検討努力が盛り込まれて１２年経過す

るのに遅いのでは（地７４）。

環境省は２００４年以来３年連続でそれぞれ次年度からの環境税の創設要望を

提出しているが，「環境税については，国，地方の温暖化対策全体の中での環

境税の具体的な位置付け，その効果，国民経済や国際競争力に与える影響，諸

外国における取組状況，既存エネルギー関係諸税との関係等を十分に踏まえ，

総合的に検討していく」（政府税制調査会の「２００７年度の税制改正に関する答

申」（２００６年１２月１日））とのことで，２００７年度からの創設も，見送られた。

経済産業省や日本経済団体連合会等の反対が強いのである。日本経済団体連合

会の反対の主な理由は，自らの「環境自主行動計画」が着実な成果をあげてい

るし，企業活動に悪影響を与える，というものである［１５］。

しかし，EU では，１９９０年代からフィンランド・オランダ・スウェーデン・

ノルウェー・デンマーク・ドイツ・イタリア・イギリスなどで炭素税ないし炭

素税的（厳密には炭素含有量に比例しない）なエネルギー税の導入が進んでいる。

また，平成１８年度の環境白書によれば，我が国でも，一部の地方公共団体で

は，環境関連税が導入されつつある。たとえば，産業廃棄物の排出量または処

分量を標準課税とする税について，２００６年３月末現在，２６の地方公共団体で

条例が制定され，２２の団体で施行され，また，高知県や岡山県など８の県で

は，森林整備を目的とする税が導入されている。

このような中で，何年も環境税導入を見送り続けていることは，京都議定書

策定の議長国としては恥ずかしい限りで，国際社会から無責任の謗りを受けよ

う。実際，OECD は環境問題に関して各国に求められる政策などをまとめた

報告書［１６］において，温室効果ガスの削減には排出炭素量に応じた環境税を課

すことが最もコストが安く，効果が高いと提言しているし，前述の対日環境保

全成果レビューに関する報告書［１３］において，我が国に対して経済的手法（税，

課徴金）の活用を強化・拡充することを勧告している。ちなみに，勧告は計

６０項目あった。
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（つづく）

注

１） 日本学術会議は，「地球環境・人間生活に関わる農業及び森林の多面的な機能の評価に

ついて」（２００１年１１月）において，農業や林業は，食料や木材を供給する以外にさまざ

まな機能を有しているとして以下のような試算を公表している。まず，農業については，

①洪水防止（水田・畑の貯水能力はダムの役割）（約３兆５，０００億円相当），②水資源涵養

（水田の灌漑用水の河川への安定的還元能力，水田・畑の地下水涵養）（約１兆５，２００億円

相当），③土壌浸食防止（農地の耕作により抑止）（３，３００億円相当），④土砂崩壊防止（水

田の耕作による抑止）（約４，８００億円相当），⑤保健休養・やすらぎ（農業・農村の機能）

（２兆３，８００億円相当）など、また林業については，①二酸化炭素吸収（約１兆２，４００億

円相当），②表面侵食防止（えん堤の役割）（２８兆２，５００億円相当），③表層崩壊防止（約

８兆４，４００億円相当），④洪水緩和（ダムの役割）（約６兆４，７００億円相当），⑤水資源貯

留（ダムの役割）（約８兆７，４００億円相当），⑥水質浄化（１４兆６，４００億円相当），⑦保健

・レクリエーション（保養効果）（約２兆２，５００億円相当）など（「食料の需要と供給―食

料問題」宮沢栄次（『わかりやすい公衆栄養』吉田勉監修 p132）三共出版 ２００５年）。

２） 全国総合開発計画は国土総合開発法に基づいて策定され，公共事業に関する最も基本的

な計画であった。１９６２年，１９６９年，１９７７年，１９８７年，および１９９８年と５次にわたり，

それぞれの基本目標を掲げて策定されてきたが，社会経済情勢の変化に適切に対応するた

めに内容とともに上記のように名称も改められたとのことである。

３） 公共投資の規模や配分を定めたものである。１９９５年度から２００７年度の１３年間で総額

６３０兆円の公共事業をおこなうというもの。１９９０年の日米構造協議で，１９９１年度からの

１０年間に４３０兆円を使うという当初の計画が１９９４年度に２００兆円上乗せされ，その後，

期間が延長されていた。

４） 従来の公共事業長期計画が資源配分を硬直的なものとし，経済動向や財政事情を迅速に

事業へ反映することを困難にしている面があることなどが廃止の理由である（閣議決定

「構造改革と経済財政の中期展望について」（平成１４年１月２５日））。

５） 環境庁（当時）と通産省（当時）の対立の６つの事例が朝日新聞（１９９８年８月１９日の

朝刊）に紹介されている。

６） 地球温暖化研究については，総務省，文部科学省，農林水産省，国土交通省，環境省，

それに経済産業省自身も加わった共同提案と同時に，経済産業省独自の提案を出した。ま

た，ゴミゼロ型・資源循環型技術研究については，農林水産省，国土交通省，および環境

省による共同提案とは別に，経済産業省独自案を提出した。内容を比べてみると，経済産

業省独自案には，いずれも「新技術による環境産業の創出」「わが国の産業競争力の向上」

「経済，エネルギー問題に配慮した地球温暖化問題の解決」など，経済や業界重視の姿勢

が前面に出ている（総合科学技術会議重点戦略専門調査会の環境プロジェクト第５回会合

の配布資料）。

７） 諫早湾干拓事業におけるように漁業被害をめぐる科学者の意見を無視する官僚，および

公害等調整委員の科学の不見識については，日経サイエンス２００４年８月号及び２００５年

１１月号の塩谷喜雄氏の論評に詳しい。
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８）１９９８年の受賞者（６名）には，アメリカのクリントン大統領からお祝いの手紙が寄せら

れたが，そもそも多額の公共事業を日本になかば強制し，不必要な事業をあおったのはア

メリカであるとも考えられる２）ので，皮肉なことである。

９） 持続可能な開発の実現に必要な教育への取組と国際協力を積極的に推進するよう各国政

府に働きかける国連のキャンペーン（２００５年～２０１４年）。２００２年に南アフリカで開催さ

れたヨハネスブルグサミット（持続可能な開発に関する世界首脳会議）で，日本の市民と

政府が共同提案し，同年１２月の第５７回国連総会で実施が決議された。

(http://www.esd−j.org/whatsesd/)

１０） ただし，この名称は２００５年１月から２００６年１２月まで続いたが，２００７年１月より，元

の名称である「環境省」にもどった。

１１） 橋本総理が国土の保全と開発に二分する案を出したのは現国土交通省のような巨大組織

誕生を恐れたからであるといわれている。

１２）１９７１年に環境庁は誕生したが，その母体は，内閣公害対策本部（総理府公害対策室を

含む），厚生省（大臣官房国立公園部，環境衛生局公害部），通商産業省（公害保安局公害

部），経済企画庁（国民生活局の一部），林野庁（指導部造林保護課の一部）など，様々な

部署を合わせたものであった。２００１年に環境省に昇格したが，厚生省（現厚生労働省）

から廃棄物処理が移管され，リサイクル対策とあわせて，廃棄物・リサイクル対策部が誕

生した。このように環境部局の大型化は必然の方向であろう。

１３） 国土交通省はすでに，「国土交通省所管の公共事業の構想段階における住民参加手続き

ガイドライン」を策定している（２００３年６月）が，国土交通省環境行動計画（２００４年６

月策定）において，「行政の全段階を通じた環境負荷の低減」（第１章のⅠの①），および

「構想及び計画段階において，事業の計画案を策定するに当たり，環境の保全・再生・創

造の観点等から総合的に評価する仕組みについて検討し，試行的な導入を進めます」（第

１章のⅡの（１）の①）と，より積極的に進める方針を出しているにもかかわらず，自省内

に閉塞し，環境部局との連携には消極的に思える。

１４） 現行の環境アセスメント法（１９９９年６月１２日施行）がなかったころは，環境庁が意見

を言えるようになっていなかったため，影響が小さい根拠はどこにも示さず，「底生生物

の環境の変化はわずか」，「魚介類の生息環境への変化は小さい」，「生態系の変化は小さ

い」などと結論を並べた環境影響評価書に対して，なすすべがなかった。また，中部国際

空港建設に関わる環境影響評価書は，同法の施行１１日前に，言わば駆け込みで提出され，

環境庁幹部を憮然とさせたそうである（以上，朝日新聞１９９９年６月１６日）。

１５） オーフス条約の英語名は，Convention on Access to Information, Public Participation in

Decision-making and Access to Justice in Environmental Matters である。

１６） 訳文は，EIC ネットの「環境用語集」(http;//www.eic.or.jp/ecoterm/?ac=view&serial=3208)

による。
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